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　＜第 8回研究会＞

製造業における集積の安定性

久永　忠

１．はじめに
　
　本研究では，産業立地と集積の観点から工業統
計表のデータに基づいて，製造業における集積を
特化係数で計測し，その安定性を確率過程の初期
分布から得られる可動性指数を用いて計測し，大
都市圏と非大都市圏で集積の安定性に相違が生じ
ているか明らかにすることを目的としている。

２．分析枠組み

　集積の尺度として採用している特化係数
（Specialization Index: SI），安定性を計測する
ために集積の動態を数理的に表現する遷移確率行
列，および安定性の尺度として採用している可動
性指数について説明していく。
　本分析では，製造業の集積を製品出荷額の集積
度として計算している。集積度は次式の特化係数
を用いて計算している。

.                              (1)　

ここで， は第 都道府県における第 部門の製
品出荷額を表している。分子は都道府県内におけ
る産業の製品出荷額の割合（都道府県割合）を表
しており，分母は全国における産業の製品出荷額
の割合（全国割合）を表している。集積度は，毎
年，産業別に順番が付くが，集積度が安定してい
る場合は変動が少なくなり，不安定になっている
場合は変動が多くなると考えられる。また，順番
ではなく四分位に区分するとしても，集積度が安
定している場合は区分間の変動が少なくなり，不
安定になっている場合は区分間の変動が多くなる

と考えられる。
　集積の動態を数理的に表現する遷移確率行列
は，2時点間の状態変化を表現したい場合に有
効である。第 期に状態 であった部門が，第

期に状態 へ遷移する確率を で表すと，
遷移確率行列は次式のように表わすことができる。

.           (2)

ここで，確率の性質から，各行和はそれぞれ 1に
等しい（ ）。例えば，状態遷移と遷移確
率の関係は，状態数を 3とした場合には図１のよ
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図１ 状態遷移のイメージ 
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図１　状態遷移のイメージ
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うなイメージになる。2時点間における状態の変
化から頻度論的確率を計測して推計した行列を遷
移確率行列の初期分布といい，本分析では集積度
の変化から確率を計算して初期分布を推計する。
また，本分析では，集積度の水準を四分位で 4区
分し，上位層・中上位層・中下位層・下位層の間
で遷移する確率を推計・分析している。
　実データに基づいて推計する初期分布は，すべ
ての状態間遷移を確率で表している。初期分布が
含んでいる状態間遷移の情報，すなわち，2期間
における状態変化の情報を状態間の変化のしやす
さについて可動性指標（Mobility Index）を用い
て評価する。
　本分析では，Bartholomew 1973型（ ）[1]，
Shorrocks 1978 A型（ ）[6]，同 B型（ ）
[6]，Hisanaga 2015型（ ）[3]の 4指標を用
いて可動性を評価する。それぞれの定義式は次の
とおりである。

.　　　　　　(3)　

.　　　　　　　　　　　 (4)　

.                               (5)　

.　　　　　　　　　　　(6)　

ここで， は定常分布における状態 の遷移確率
を， は遷移確率行列の次数（状態数）を，
は のトレースを， は の行列式をそれぞ
れ表している。 は，初期分布の遷移確率とそ
の遷移幅および定常分布における遷移確率を用い
て可動性を表している。 は，初期分布のトレー
ス，つまり初期分布の対角成分上にある遷移確率
の総和と状態数を用いて可動性を表している。こ
こで，遷移確率行列における対角成分上の遷移確
率は，2時点間において同一の状態に留まってい
る確率（持続確率）を表している。 は，行列
式を用いて可動性を表している。 は， の
派生型であるが，確率の性質から平均持続確率の
余事象として可動性を表しているので，直観的理
解が容易な形になっている。
　特化係数の計算には，経済産業省が公開してい
る工業統計調査 [8]のデータを使用している。統
計情報の概要は表 1にまとめている。対象期間は

1994年から 2013年までとし，対象部門は通期
で使用可能であった 21部門とし，対象地域は 47
都道府県としている。ただし，分類変更に対応す
るため一部の部門についてはデータを調整してい
る。また，2008年に大規模な分類変更が発生し
ているため，時系列で分析する場合には 2007年
と 2008年の間でデータが不連続になっているこ
とに留意する必要がある。このため，長期的な傾
向を分析するために実施する 2期間遷移分析につ
いては，1994年から 2007年までを 1994-2000
年期（前半）と 2001-2007年期（後半）の 2期
間に分けて分析している。また，同様に短期的な
傾向を分析するために実施する年次遷移分析に
ついては，1994年から 2013年までの期間から
2007-2008年期を除去して分析している。
　対象地域を大都市圏と非大都市圏に分類する比
較では，Forslid-Okubo (2014)における分類基準
[2]を参照して，大都市圏を茨城，栃木，群馬，埼玉，
千葉，東京，神奈川，岐阜，静岡，愛知，三重，
滋賀，京都，大阪，兵庫および福岡の 16都府県
とし，非大都市圏を前者に含まれない 31道県と

表 1　統計情報の概要
使用統計 経済産業省「工業統計調査」 対象期間　1994年～2013年

対象部門  食料品製造業

飲料・たばこ・飼料製造業

繊維工業（衣服，その他の繊維製品を除く）

衣服，その他の繊維製品製造業

木材，木製品製造業（家具を除く）

家具・装備品製造業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印刷・同関連業

化学工業

石油製品，石炭製品製造業

プラスチック製品製造業（別掲を除く）

ゴム製品製造業

なめし革・同製品・毛皮製造業

窯業・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製造業

金属製品製造業

一般機械器具製造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

電子部品・デバイス製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

その他の製造業

対象地域  大都市圏： 

茨城，栃木，群馬，埼玉，千葉，東京，神奈川，岐阜，静岡，愛知，三重，

滋賀，京都，大阪，兵庫，福岡（16都府県） 

非大都市圏： 

北海道，青森，岩手，宮城，秋田，山形，福島，新潟，富山，石川，福井，

山梨，長野，奈良，和歌山，鳥取，島根，岡山，広島，山口，徳島，香川，

愛媛，高知，佐賀，長崎，熊本，大分，宮崎，鹿児島，沖縄（31道県） 
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している。なお，大都市圏と非大都市圏を比較す
るためのベンチマークとして全都道府県を用いた
初期分布推計および安定性指標計算を実施してい
る。

３．分析結果・議論

　1994年から 2007年までを 1994-2000年期（前
半）と 2001-2007年期（後半）の 2期間に分け
た長期的分析では，初期分布が図２のようになっ
た。大都市圏，非大都市圏ともに，前半と後半で
同じ状態にいる確率を意味する対角成分が高い値
を示していることがわかる。
　また，どちらにも共通して，上位層と下位層に
留まる確率（大都市圏：0.8452，0.8844／非大
都市圏：0.8815，0.8833）が，中上位層・中下位
層に留まる確率（大都市圏：0.6633，0.7007／
非大都市圏：0.7454，0.7621）に比べてやや高い
確率を示している。この傾向は，非大都市圏に比
べて大都市圏の方がより明確な確率の差を示して
いる。
　初期分布の比較において，大都市圏の特徴とし
て最大遷移幅の遷移確率が 0になっていることを
指摘することができる。具体的には，上位（下位）

層から下位（上位）層への遷移である。非大都市
圏においては，前述の遷移がかなり低い確率では
あるが，発生していることがわかる。
　上述の初期分布から得られる集積安定性は，図

３のようになった。4種類の可動性指標で表して
いるので，ヒストグラムが低いほど安定的である
ことを表している。いずれの指標で見ても，大都
市圏に比べて非大都市圏の方が，集積安定性は安
定的であることがわかる。
　1994年から 2013年までの年次変化に基づく
短期的分析では，初期分布が図４のようになった。
長期的分析と同様に，初期分布は対角成分が高い
遷移確率を示す傾向にあり，また上位層と下位層
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図２ 初期分布：1994-2000 年期・2001-2007 年期 

 

 

 

 

 

 

 

0.8738 0.1152 0.0081 0.0029

0.1210 0.7186 0.1488 0.0116

0.0017 0.1587 0.7470 0.0926

0.0035 0.0075 0.0961 0.8929

0.8452 0.1480 0.0068 0.0000

0.1514 0.6633 0.1803 0.0051

0.0034 0.1854 0.7007 0.1105

0.0000 0.0034 0.1122 0.8844

0.8815 0.1062 0.0088 0.0035

0.1115 0.7454 0.1264 0.0167

0.0026 0.1387 0.7621 0.0966

0.0044 0.0096 0.1026 0.8833

図２　初期分布：1994-2000 年期・2001-2007 年期

図３　集積安定性：1994-2000 年期・2001-2007 年期
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図３ 集積安定性：1994-2000 年期・2001-2007 年期 
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が中上位層・中下位層に比べて高い確率を示す傾
向にある。長期的分析との比較では，大都市圏，
非大都市圏ともに遷移幅は狭くなっていることが
わかる。
　同期間において，1997-1998年期における大都
市圏は特徴的な初期分布を示している（図４a）。
右上および左下の各 4成分をそれぞれのブロック
とする遷移確率が 0になっているが，これは上位
層および中上位層から成る高水準層と，中下位層
および下位層から成る低水準層の間における遷移
が全くなかったことを示している。
　遷移確率が偏っている時期に関して，2001-
2002年期（図４b）および 2011-2012年期（図４d）

の非大都市圏については，下位層から上位層への
遷移が低確率ながら満遍なく存在している（図４

c）。同様に，2004-2005年期および 2010-2011
年期（図４d）の非大都市圏については，上位層
から下位層への遷移が低確率ながら満遍なく存在
している。大都市圏の初期分布において，分析期
間を通じて，上位層から下位層への遷移，および
下位層から上位層への遷移の両方について，遷移
幅の広い確率に 0が多く存在している点と比較す
ると，非大都市圏の初期分布における特徴の一つ
ということができる。
　初期分布に基づく集積の安定性（可動性）につ
いて，全体的な傾向をつかむために全国のデータ
を図５に示している。図中の各データ系列は式 (3)
から (6)に基づく可動性指標なので，数値が低い
（高い）ほど，集積は安定的（不安定）であるこ
とを示している。各指標は概ね同様の傾向を示し
ているが， は他の 3指標と比較して高い値を
示しているだけでなく，鋭敏に反応していること
がわかる。
　大都市圏と非大都市圏の集積の安定性につい
て指標ごとに見ていく。 で測った安定性では，
1998-1999年期以降，大都市圏の集積度が断続
的に不安定さを増していることがわかる（図６）。
特に，大規模分類変更（2008年）以前において，
大都市圏は 2000-2001年期から 3期にわたって
不安定な状況が続いているが，これはアメリカ同
時多発テロ事件（2001年 9月 11日）を外的ショッ

クとする経済の不安定化を表していると思われ
る。大規模分類変更以降においては，大都市圏，
非大都市圏ともにやや可動性（不安定性）が高まっ
ている。また， で測った安定性では， と同
様の傾向で，大都市圏の安定性が不安定になって
いる時期が表れている（図７）。2008-2009年期
以降においては， と比較して，不安定さが高
めに表れている。
　 で測った安定性では，全国の場合と同様に
他の 3指標と比較して高い値を示しているだけで
なく鋭敏な反応を示している（図８）。期間を通
じての傾向は， ， ，および と同様であ
るが，大都市圏と非大都市圏の安定性の違いはよ
り明確に表れている。特に，1996-1997年期は，
分析期間中において大都市圏の安定性が非大都市
圏の安定性を上回る唯一の時期である。
　最後に， で測った安定性では，指標の定義
式が の派生型なので，ほぼ同様の傾向を示し
ている（図９）。
　すべての指標が共通して示していることは，短
期的な例外を除いて，非大都市圏の方が大都市圏
より高い集積の安定性を示す傾向にあるというこ
とである。また，全国的な集積安定性の傾向は，
非大都市圏の傾向によって形成されていることが
わかる。

４．おわりに

　本研究では，特化係数と遷移確率行列を用いて，
製造業における集積の安定性を分析した。集積安
定性を全国的に見た場合，2001-2002年期，およ
び 2010-2011年期から 2011-2012年期までの期
間において，短期的に大きな変化が表れているこ
とを明らかにした。本研究の主旨である大都市圏
と非大都市圏の集積安定性の違いについては，複
数の指標を比較・検討した結果，共通して非大都
市圏の方が大都市圏より高い集積の安定性を示す
傾向にあるということを明らかにした。また，全
国的な集積安定性の傾向は非大都市圏の傾向に
よって形成されていることを明らかにした。

（共同研究　齋藤　久光　研究員）
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期間 全国 大都市圏 非大都市圏 

1994-1995 年期  

   

1995-1996 年期  

   

1996-1997 年期  

   

1997-1998 年期  

   

1998-1999 年期  

   

 
図４a 初期分布：1994-1995 年期から 2012-2013 年期まで（1） 

  

0.9595 0.0405 0.0000 0.0000

0.0405 0.9069 0.0526 0.0000

0.0000 0.0528 0.9024 0.0447

0.0000 0.0000 0.0445 0.9555

0.9615 0.0385 0.0000 0.0000

0.0385 0.8846 0.0769 0.0000

0.0000 0.0769 0.8462 0.0769

0.0000 0.0000 0.0741 0.9259

0.9593 0.0407 0.0000 0.0000

0.0409 0.9091 0.0500 0.0000

0.0000 0.0500 0.9045 0.0455

0.0000 0.0000 0.0452 0.9548

0.9676 0.0324 0.0000 0.0000

0.0324 0.9190 0.0486 0.0000

0.0000 0.0488 0.9146 0.0366

0.0000 0.0000 0.0364 0.9636

0.9615 0.0385 0.0000 0.0000

0.0385 0.9231 0.0385 0.0000

0.0000 0.0385 0.8846 0.0769

0.0000 0.0000 0.0741 0.9259

0.9683 0.0317 0.0000 0.0000

0.0318 0.9136 0.0545 0.0000

0.0000 0.0545 0.9182 0.0273

0.0000 0.0000 0.0271 0.9729

0.9676 0.0283 0.0040 0.0000

0.0324 0.9150 0.0486 0.0040

0.0000 0.0569 0.9024 0.0407

0.0000 0.0000 0.0445 0.9555

0.9615 0.0385 0.0000 0.0000

0.0385 0.9231 0.0385 0.0000

0.0000 0.0385 0.9231 0.0385

0.0000 0.0000 0.0370 0.9630

0.9638 0.0317 0.0045 0.0000

0.0364 0.9136 0.0455 0.0045

0.0000 0.0545 0.9091 0.0364

0.0000 0.0000 0.0407 0.9593

0.9514 0.0486 0.0000 0.0000

0.0486 0.9069 0.0445 0.0000

0.0000 0.0447 0.9065 0.0488

0.0000 0.0000 0.0486 0.9514

0.9231 0.0769 0.0000 0.0000

0.0769 0.9231 0.0000 0.0000

0.0000 0.0000 0.9231 0.0769

0.0000 0.0000 0.0741 0.9259

0.9593 0.0407 0.0000 0.0000

0.0409 0.9091 0.0500 0.0000

0.0000 0.0500 0.9091 0.0409

0.0000 0.0000 0.0407 0.9593

0.9514 0.0445 0.0000 0.0040

0.0486 0.8947 0.0526 0.0040

0.0000 0.0610 0.9146 0.0244

0.0000 0.0000 0.0324 0.9676

0.8846 0.1154 0.0000 0.0000

0.1154 0.7692 0.1154 0.0000

0.0000 0.1154 0.8462 0.0385

0.0000 0.0000 0.0370 0.9630

0.9548 0.0407 0.0000 0.0045

0.0455 0.9045 0.0455 0.0045

0.0000 0.0545 0.9227 0.0227

0.0000 0.0000 0.0317 0.9683

図４a 初期分布：1994 -1995 年期から 2012-2013 年期まで（1）
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9 
 

期間 全国 大都市圏 非大都市圏 

1999-2000 年期  

   

2000-2001 年期  

   

2001-2002 年期  

   

2002-2003 年期  

   

2003-2004 年期  

   

 
図４b 初期分布：1994-1995 年期から 2012-2013 年期まで（2） 

  

0.9433 0.0526 0.0040 0.0000

0.0526 0.8785 0.0688 0.0000

0.0000 0.0691 0.9065 0.0244

0.0040 0.0000 0.0202 0.9757

0.8846 0.1154 0.0000 0.0000

0.1154 0.8462 0.0385 0.0000

0.0000 0.0385 0.9231 0.0385

0.0000 0.0000 0.0370 0.9630

0.9412 0.0543 0.0045 0.0000

0.0545 0.8727 0.0727 0.0000

0.0000 0.0727 0.8909 0.0364

0.0045 0.0000 0.0317 0.9638

0.9636 0.0364 0.0000 0.0000

0.0364 0.8947 0.0688 0.0000

0.0000 0.0691 0.9024 0.0285

0.0000 0.0000 0.0283 0.9717

0.8846 0.1154 0.0000 0.0000

0.1154 0.7692 0.0769 0.0385

0.0000 0.1154 0.8462 0.0385

0.0000 0.0000 0.0741 0.9259

0.9502 0.0498 0.0000 0.0000

0.0500 0.8864 0.0636 0.0000

0.0000 0.0636 0.9045 0.0318

0.0000 0.0000 0.0317 0.9683

0.9352 0.0607 0.0040 0.0000

0.0567 0.8502 0.0931 0.0000

0.0041 0.0854 0.8496 0.0610

0.0040 0.0040 0.0526 0.9393

0.9231 0.0769 0.0000 0.0000

0.0769 0.7308 0.1923 0.0000

0.0000 0.1538 0.7692 0.0769

0.0000 0.0370 0.0370 0.9259

0.9186 0.0769 0.0045 0.0000

0.0727 0.8500 0.0773 0.0000

0.0045 0.0682 0.8773 0.0500

0.0045 0.0045 0.0407 0.9502

0.9555 0.0405 0.0040 0.0000

0.0445 0.8947 0.0526 0.0081

0.0000 0.0610 0.9024 0.0366

0.0000 0.0040 0.0405 0.9555

0.9231 0.0769 0.0000 0.0000

0.0769 0.7692 0.1538 0.0000

0.0000 0.1538 0.8077 0.0385

0.0000 0.0000 0.0370 0.9630

0.9548 0.0407 0.0045 0.0000

0.0455 0.9045 0.0455 0.0045

0.0000 0.0500 0.9136 0.0364

0.0000 0.0045 0.0362 0.9593

0.9474 0.0486 0.0000 0.0040

0.0526 0.8826 0.0567 0.0081

0.0000 0.0691 0.9024 0.0285

0.0000 0.0000 0.0405 0.9595

0.9231 0.0769 0.0000 0.0000

0.0385 0.8846 0.0769 0.0000

0.0385 0.0385 0.8846 0.0385

0.0000 0.0000 0.0370 0.9630

0.9502 0.0452 0.0000 0.0045

0.0500 0.8955 0.0455 0.0091

0.0000 0.0591 0.9136 0.0273

0.0000 0.0000 0.0407 0.9593

図４b　初期分布：1994 -1995 年期から 2012-2013 年期まで（2）
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10 

期間 全国 大都市圏 非大都市圏 

2004-2005 年期  

   

2005-2006 年期  

   

2006-2007 年期  

   

(2007-2008 年期) 推計せず  推計せず  推計せず  

2008-2009 年期  

   

図４c 初期分布：1994-1995 年期から 2012-2013 年期まで（3） 

0.9433 0.0486 0.0040 0.0040

0.0567 0.8988 0.0405 0.0040

0.0000 0.0528 0.9146 0.0325

0.0000 0.0000 0.0405 0.9595

0.9615 0.0385 0.0000 0.0000

0.0385 0.8077 0.1538 0.0000

0.0000 0.1538 0.7692 0.0769

0.0000 0.0000 0.0741 0.9259

0.9321 0.0588 0.0045 0.0045

0.0682 0.9000 0.0273 0.0045

0.0000 0.0409 0.9364 0.0227

0.0000 0.0000 0.0317 0.9683

0.9514 0.0445 0.0040 0.0000

0.0445 0.9109 0.0445 0.0000

0.0000 0.0407 0.9146 0.0447

0.0040 0.0040 0.0364 0.9555

0.9615 0.0385 0.0000 0.0000

0.0385 0.8077 0.1538 0.0000

0.0000 0.1538 0.8077 0.0385

0.0000 0.0000 0.0370 0.9630

0.9548 0.0407 0.0045 0.0000

0.0409 0.9182 0.0409 0.0000

0.0000 0.0364 0.9136 0.0500

0.0045 0.0045 0.0407 0.9502

0.9433 0.0526 0.0000 0.0040

0.0567 0.8988 0.0445 0.0000

0.0000 0.0447 0.8984 0.0569

0.0000 0.0040 0.0567 0.9393

0.9231 0.0769 0.0000 0.0000

0.0769 0.8462 0.0769 0.0000

0.0000 0.0769 0.8846 0.0385

0.0000 0.0000 0.0370 0.9630

0.9412 0.0543 0.0000 0.0045

0.0591 0.9045 0.0364 0.0000

0.0000 0.0364 0.9182 0.0455

0.0000 0.0045 0.0452 0.9502

0.9271 0.0607 0.0000 0.0121

0.0688 0.8381 0.0810 0.0121

0.0000 0.0976 0.8455 0.0569

0.0040 0.0040 0.0729 0.9190

0.9231 0.0769 0.0000 0.0000

0.0769 0.7692 0.1538 0.0000

0.0000 0.1538 0.7308 0.1154

0.0000 0.0000 0.1111 0.8889

0.9321 0.0543 0.0000 0.0136

0.0636 0.8545 0.0682 0.0136

0.0045 0.0864 0.8455 0.0636

0.0000 0.0045 0.0860 0.9095

図４c　初期分布：1994 -1995 年期から 2012-2013 年期まで（3）
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11 

期間 全国 大都市圏 非大都市圏 

2009-2010 年期  

   

2010-2011 年期  

   

2011-2012 年期  

   

2012-2013 年期  

   

図４d 初期分布：1994-1995 年期から 2012-2013 年期まで（4） 

0.9312 0.0567 0.0040 0.0081

0.0567 0.8543 0.0891 0.0000

0.0000 0.0894 0.8415 0.0691

0.0121 0.0000 0.0648 0.9231

0.9231 0.0769 0.0000 0.0000

0.0769 0.7692 0.1154 0.0385

0.0000 0.1154 0.8077 0.0769

0.0000 0.0370 0.0741 0.8889

0.9321 0.0543 0.0090 0.0045

0.0545 0.8591 0.0864 0.0000

0.0000 0.0818 0.8409 0.0773

0.0136 0.0045 0.0633 0.9186

0.8745 0.0931 0.0121 0.0202

0.1053 0.7814 0.1093 0.0040

0.0041 0.1260 0.7967 0.0732

0.0162 0.0000 0.0810 0.9028

0.8462 0.1538 0.0000 0.0000

0.1538 0.7308 0.1154 0.0000

0.0000 0.0769 0.8077 0.1154

0.0000 0.0370 0.0741 0.8889

0.8824 0.0814 0.0136 0.0226

0.0955 0.8091 0.0909 0.0045

0.0045 0.1091 0.8045 0.0818

0.0181 0.0000 0.0905 0.8914

0.8866 0.0972 0.0040 0.0121

0.0931 0.7733 0.1296 0.0040

0.0122 0.1098 0.7886 0.0894

0.0081 0.0202 0.0769 0.8947

0.9615 0.0385 0.0000 0.0000

0.0385 0.7308 0.1538 0.0769

0.0000 0.2308 0.6923 0.0769

0.0000 0.0000 0.1481 0.8519

0.8824 0.0995 0.0045 0.0136

0.0955 0.7909 0.1136 0.0000

0.0136 0.0864 0.7955 0.1045

0.0090 0.0226 0.0860 0.8824

0.9393 0.0567 0.0040 0.0000

0.0607 0.8664 0.0648 0.0081

0.0000 0.0732 0.8862 0.0407

0.0000 0.0040 0.0445 0.9514

0.9615 0.0385 0.0000 0.0000

0.0385 0.8077 0.1538 0.0000

0.0000 0.1154 0.8077 0.0769

0.0000 0.0370 0.0370 0.9259

0.9367 0.0588 0.0045 0.0000

0.0636 0.8591 0.0682 0.0091

0.0000 0.0773 0.8773 0.0455

0.0000 0.0045 0.0498 0.9457

図４d　初期分布：1994 -1995 年期から 2012-2013 年期まで（4）
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図５　集積の安定性：全国（4 指標）1994 -1995 年期から 2012-2013 年期まで

図６ 集積の安定性：大都市圏・非大都市圏（ ）1994 -1995 年期から 2012-2013 年期まで
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図７　集積の安定性：大都市圏・非大都市圏（ ）1994 -1995 年期から 2012-2013 年期まで

図８　集積の安定性：大都市圏・非大都市圏（ ）1994 -1995 年期から 2012-2013 年期まで
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図７ 集積の安定性：大都市圏・非大都市圏（ ）1994-1995 年期から 2012-2013 年期まで 
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図８ 集積の安定性：大都市圏・非大都市圏（ ）1994-1995 年期から 2012-2013 年期まで 
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図９ 集積の安定性：大都市圏・非大都市圏（ ）1994 -1995 年期から 2012-2013 年期まで
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